














平成28年
1月から
マイナンバー制度が
　（社会保障・税番号制度）
　　　始まります
　社会保障、税、災害対策で効率的に情報を管理するために、平成25年5月「行政
手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」が成立しま
した。平成27年10月以降、国民一人ひとりにマイナンバー（個人番号）を通知す
るための「通知カード」が配付され、平成28年1月から利用が始まります。

　マイナンバーとは、国民一人ひとりが持つ12桁の個人番号で、原則として生涯変更
されることはありません。マイナンバー制度は住民票を有するすべての国民に個人番号
を割りふることで、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報として結びつけら
れるようにする制度です。

　マイナンバーを扱うことが
できるのは、「個人番号利用
事務実施者」と「個人番号関
係事務実施者」です。
　「個人番号利用事務実施者」
は主に行政機関で、税務署、
年金事務所、健康保険組合、

ハローワークなどが該当し、自らの業務でマイ
ナンバーを利用します。「個人番号関係事務実施
者」は、「個人番号利用事務実施者」にマイナン
バーを記載した源泉徴収票や支払調書などの書
類等を提出する民間事業者などです。

被保険者と被扶養者のマイナンバーは、番号法等により当健康保険組合に提出していただくことに
なります。詳細は決まり次第ご案内いたします。

各機関が持つ個人の情報を結びつけるマイナンバー

健康保険組合もマイナンバーを利用します

3つのメリット

今後のスケジュール
■ 住民票の住所をチェック

■ マイナンバーの通知開始

■ 「個人番号カード」を申請する（希望者のみ）

■「個人番号カード」の受け取り
　 （希望者のみ）

■ マイナンバーの利用開始

■ 健康保険組合等の情報連携開始

■ マイナポータルが始まります
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マイナンバーキャラクター
マイナちゃん

　行政機関や地方公共団体な
どで、さまざまな情報の照合
や転記、入力などに要してい
る時間や労力が大幅に削減さ
れます。複数の業務の間での
連携が進み、作業の重複など
の無駄が削減されます。

　添付書類の削減など、行政
手続きが簡素化され、負担が
軽減されます。また、マイナ
ポータルにより、自分の個人
情報が使われた記録を確認し
たり、行政からのお知らせを
受け取ることができます。

　所得や他の行政サービスの
受給状況を把握しやすくなる
ため、脱税や不正受給などを
防止するとともに、本当に
困っている方にきめ細かな支
援を行うことができます。

　お住まいの市区町村から、住民票の住所にマイナンバーの「通知カード」が送られます。住民
票の住所がいま住んでいる住所と異なる場合は、お住まいの市区町村に住民票を移しましょう。
マイナンバーは年齢や国籍を問わず、住民票のある方はすべて対象となります。
※マイナンバーは住民票コードを基礎にしているため、平成27年10月以降、日本国内
に一度も住民票をおいたことがなければ、マイナンバーの指定は行われません。帰国
して住民票を作成したときにマイナンバーが指定されます。

　氏名、住所、生年月日、性別の基本4情報とマイナンバーが記載された「通知カード」が、簡
易書留で世帯主あてに送られます。マイナンバーは一生同じ番号を使いますので、大切に扱い、
むやみに他人に教えないようにしましょう。なお、「通知カード」は「個人番号カード」の受け
取りの際に必要となりますので大切に保管しましょう。

　マイナンバーの通知に申請書と返信用の封筒が同封されていますので、「個人番号カード」（顔
写真付きのICカード）を希望する方は、申請書に本人の顔写真を貼付して、郵送で市区町村に
申請しましょう。

　「個人番号カード」の交付が始まります。なお、受け取る際には本人確認が必要なので、原則、
市区町村の窓口へ行って受け取ります。
　「個人番号カード」は、表面に氏名、住所、生年月日、性別の基本4情報と顔写真、裏面にマ
イナンバーが記載されています。本人確認のための身分証明書として使用できるほか、カードの
ICチップに搭載された電子証明書等の機能を用いて、各種の電子申請や図書館利用者カード、印
鑑登録証など自治体等が条例で定めるサービスに利用できますので、大切に取り扱いましょう。

レンタルビデオ店などでも身分証明書として広く利用できますが、カードの裏面に記載されてい
るマイナンバーを提供することはできません。また、レンタルビデオ店などがマイナンバーを書
き写したり、コピーを取ったりすることも禁止されています。

　自治体の児童手当などの給付手続きや確定申告な
どの税手続きなどでマイナンバーを利用します。ま
た、民間事業者でも、税務署や市区町村に書類を提
出する際など、法律や条例で定められた社会保障、税、
災害対策の手続きにはマイナンバーを記載して提出
する必要があるため、マイナンバーを聞かれる場合
があります。しかし、これらの手続き以外で民間事
業者が従業員や顧客などにマイナンバーの提供を求
めることはできません。

　平成29年7月を目途に、地方公共団体や健康保険組合などの医療保険者等との「情報連携」
も開始される予定です。

　平成29年1月から、マイナンバーに関する自分の情報を把握できるシステム「マイナポータル」
がスタートする予定です。行政機関が自分のマイナンバーを使ったやりとりの記録（いつ、どこ
で使ったのかなど）を自宅のパソコン等から確認できるものとして、準備が進められています。
パソコンがない方等のためには、公的機関への端末設置が予定されています。

行政の効率化
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CAUTION

※法律や条例で定められた手続きにしか使いません。

●年金の資格取得や確認、給付等

●雇用保険の資格取得や確認、給付等
●ハローワークの事務等

●健康保険の保険料徴収、被保険者・
被扶養者の資格取得、各種手当金
の給付に関する手続き等

●福祉分野の給付、低所得者対策の
事務等

●国民が税務当局に提出する確定申
告書、届出書、調書等

●被災者生活再建支援金の支給に関
する事務等

●被災者台帳の作成に関する事務等

☞マイナンバーを使用する分野
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